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前  文 
 

 

この計画は、国土利用計画法（昭和 49年法律第 92号）第 8条の規定に基づき、二本松市

の区域における国土（以下「市土」という。）の利用に関する基本的事項について、福島県

国土利用計画を基本とし、二本松市総合計画「笑顔あふれる しあわせのまち 二本松」（以

下「二本松市総合計画」という。）に即して定める計画であり、市土の利用に関する行政上

の指針となるべきものです。 

なお、この計画は、本計画の基本となる計画の改訂や社会情勢の変化に対応し、必要に応

じて見直しを行うものとします。 
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第１章 市土利用の現状と課題 
 

１ 市土の特性 

市土は、福島市と郡山市の中間に位置し、安達地方の中心都市となっています。 

市域は、平成 17年（2005年）に二本松市と安達町、岩代町、東和町の 3町が合併し、東西約 36km、

南北約 17km、総面積 34,442ha に広がったことで、会津地方及び浜通り地方の両地域に境界を接して

います。 

市域中央の平坦部を阿武隈川が北流し、西端には智恵子抄で知られる安達太良山（1,700ｍ）、東南

端には富士山の見える、日山（天王山 1,057.6ｍ）がそびえています。 

西部は、奥羽山系に属する安達太良山の麓に広がる地域で丘陵地が多く、中央の平坦部は標高 200

～300ｍで比較的温暖で、年間降水量も比較的少なく過ごしやすいところです。東部は阿武隈山系の

北部に位置し、標高は 200ｍから 1,057ｍで大小高低の丘陵地が多く、この間を小浜川、移川及び口

太川が流れ、その流域に小区画の耕地と集落が点在しており、豊かな自然や美しい景観があります。 

 

２ 市土利用をめぐる基本的条件の変化 

以下のような基本的条件の変化は、今後の土地利用の動向に大きな影響を及ぼすものと考えられま

す。 

 

（１）複合災害からの復興の進展 

東日本大震災及び原子力災害から 10 年が経過し、県内では帰還困難区域を除くすべての地域で

避難指示が解除されました。帰還困難区域においても、一部で避難指示が解除されるなど、避難地

域の復興・再生や福島県の将来を形作る取組が着実に進んでいます。 

 

（２）人口の減少と少子高齢化の進行 

我が国の人口減少・少子高齢化は、婚姻率の低下や出生数の減少、高齢化の影響による死亡者数

の増加等を背景に、依然として深刻さを増しています。「国立社会保障・人口問題研究所」の将来

推計によると、我が国の人口は令和 35 年（2053 年）には 1 億人を下回り、また令和 42 年（2060

年）には 65 歳以上の人口割合は約 40％になると推計されており、今後も人口減少・少子高齢化が

一層進行していくことが見込まれています。 

人口減少・少子高齢化が進行し、就業者数の減少による労働投入の減少、消費の減少、地域経済

社会の急速な縮小、都市機能の低下、社会保障費の増加など、さまざまな分野において深刻な影響

が生じると考えられます。 

本市においても、人口は合併時の平成 17年（2005年）の約 6万 3千人から平成 27年（2015年）

には約 5 万 8千人と減少が進んでおり、令和 22 年（2040年）には約 4万 2千人になると推計され

ています。加えて、少子高齢化が進行していることから、今後若い世代を増やしていくため、移住・

定住促進や子育て支援の充実などの取組が求められます。 

 

（３）産業構造の変化 

近年、世界的なグローバル化の大幅な進展や、急激な経済成長を見せるアジア諸国の影響なども 
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あり、我が国の経済状況は著しい変化を迎えています。 

第 1次産業については、従事者の高齢化や後継者不足から遊休農地等が拡大しており、原子力災

害による風評がさらに拍車をかけていると考えられます。担い手の育成と農業者への支援、ブラン

ドイメージの向上が課題となっています。 

第 2次産業については、ビジネスマッチングによる販路の拡大や、生産力向上のための人員育成

支援等の各種補助事業の充実による産業の活性化が必要です。 

 

（４）地球環境問題の深刻化 

二酸化炭素等の温室効果ガスが原因となる地球温暖化と、それに伴う気候変動の影響が、地球規

模で顕在化してきました。我が国においても、夏の高温やゲリラ豪雨、台風の襲来など、異常気象

が頻発化しており、本市においても令和元年（2019 年）10 月に発生した東日本台風等により甚大

な被害が生じました。 

地球温暖化対策として化石燃料からの脱却、脱炭素社会の実現だけでなく、エネルギーの地産地

消は地域活性化にもつながるという考えのもと、太陽光発電をはじめとした再生可能エネルギーを

積極的に推進しており、引き続き環境に配慮した取組の継続が求められます。 

 

（５）土地利用に対する意識の変化 

中心市街地の空洞化や遊休農地等の増加など土地の低未利用地化が顕著になっている中、開発を

志向する土地利用から、低未利用地の有効利用への要請が高まってきています。こうした土地利用

への意識の変化は、人口や土地需要の減少による土地利用転換圧力の低下と土地利用効率の低下が

進んでいるという土地利用動向を反映しています。 

また、良好な景観の形成や自然環境の保全、自然とのふれあいなどへの関心の高まり、災害に対

する市土の安全性の確保の必要性、防災・減災対策の強化など、市土利用の質的な面での向上が求

められてきています。 

 

（6）自然災害の頻発化・激甚化 

福島県においては、令和元年（2019年）の東日本台風とその後の大雨により、阿武隈川水系や夏

井川など 23 の河川で堤防が決壊し多くの命が失われただけでなく、住家や工場・事業所、農地等

が浸水するなど甚大な被害に見舞われました。近年、地球温暖化に伴う気候変動の影響によって、

水害や土砂災害などの自然災害の頻発化・激甚化が懸念されています。 

 

（7）SDGｓ（持続可能な開発目標）の推進 

SDGs とは、平成 27 年（2015 年）9 月の国連サミットで採択された令和 12 年（2030 年）を期限

とする、先進国を含む国際社会全体の開発目標（Sustainable Development Goals）です。持続可

能な世界を実現するための 17 のゴール（目標）と 169 のターゲット（取組・手段）で構成され、

地球上の「誰一人として取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な

課題に対する統合的な取組が示されています。 

平成 29 年（2017 年）12 月に閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2017 改訂版」に

おいても、地方創生の一層の推進のためには、地方公共団体においても SDGs 達成のための積極的

な取組が不可欠であるとされています。 
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３ 市土利用の現状 

本市の市土の総面積は、34,442haで、平成 30年（2018年）の市土の利用区分別面積の構成を見る

と、農用地が 16.8％、森林や原野が 44.6％を占めており、自然豊かで閑静な環境を形成しています。

特に西部の奥羽山系に属する安達太良山から麓に広がる高地は、一部国立公園として温泉やスキー場

等を中心に観光・レクリエーション地として活用されています。また、東部の阿武隈高地の北部にお

いても、自然景観、キャンプ場、運動施設、道の駅等を核として観光レクリエーションゾーンを形成

しており、観光客が多く訪れ、地域間交流が活発となっています。 

農用地においては、高齢化の進行や原子力災害による風評により農業従事者の数が減少しており、

遊休農地等が拡大している傾向にあります。 

宅地は 5.2％で、都市地域は、阿武隈川の西に旧城下町の市街地が広がり、市街地に隣接した南側

は工業団地として利用されています。近年は、安達駅周辺が整備されたことで民間主導による宅地化

と商業施設の立地が進んでいるため、環境と利便性を両立させながらコンパクトに都市機能が集約さ

れるような市街地の整備が重要となっています。また、一方で二本松駅周辺等の中心市街地の空洞化

が進んでいることから、商業、サービス機能の集積を図ることによって、まちなかの経済活動を活性

化させることが必要となっています。 

 

４ 市土利用の課題 

前述のとおり本市の人口は平成 17年（2005年）の合併以来減少している傾向にあります。 

少子高齢化が進む中で、人口減少という大きな課題に直面している現在、土地利用にあたっては、

効率性や利便性をより考慮したものへと転換を図ることで利便性が高く活力ある市域を形成し、都市

機能を中心市街地に誘導して、ゆとりや快適さ、安全・安心が確保された土地の有効利用が必要とな

っています。 

また、周辺の中山間地域における市土保全、市土の景観に果たしている役割を重視し、市街地との

連携を強めながら、土地利用について、快適性や安全性の観点から、地域の特性を活かし、自然環境

に配慮しながら持続的発展の可能性を探るとともに、質的な向上を図る必要があります。 
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第２章 市土利用の基本構想 

 

１ 市土利用の基本理念 

市土は、生活と生産の場であり、現在及び将来における市民のためのかけがえのない限られた資源

であるとともに、市民共通の資産です。このため、市土の利用は公共の福祉を優先させ、この限られ

た貴重な資源を市内各地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配慮して、健康で文化的な生

活環境の確保と、市土の均衡ある発展を図ることを基本理念とし、土地の適正な利用と管理により総

合的かつ計画的に行なわなければなりません。 

将来の市土利用にあたっては、令和 12 年（2030 年）度を目標年度とした二本松市総合計画の「健

康で暮らし続けられるまち」、「地域の誇りに満ちた活力あるまち」、「世代をつないで人を育むまち」、

「安全で快適なくらしのあるまち」、「みんなで創る持続可能なまち」という基本目標や方針の柱に沿

って、中・長期的展望に立った市土利用を図ります。 

 

２ 市土利用の基本方針 

今後の市土利用方針にあたっては、市土の持つ特性を十分に認識し、安全性の向上、持続可能性、

美しさ・ゆとりの向上等に配慮しながら、中・長期的展望にたって次のような土地利用を図ります。 

 

（１）本市は、水と緑の豊かな自然に恵まれ、優れた自然景観や田園風景が市域全体に広がっています。

このような豊かな自然や景観は、市民の生活に潤いと安らぎを与えるものであり、市内各地域のそ

れぞれの長所を最大限に引き出す地域づくりを進めることで、市民はもちろん、来訪者にとっても

愛着の持てる美しく快適な土地利用を進めます。 

 

（２）近年、地球温暖化が要因と考えられる従来では例を見ない規模の異常気象が毎年のように発生し、

農地や山林、森林等の自然の持つ多面的機能が重要視されるようになっています。そのため、社会

経済活動と自然との共生を維持する観点に立ち、自然や環境への負荷の少ない社会を構築していく

必要があります。 

これまで市民が培ってきた自然と共生した生活や実践活動をより深め、生活の質的向上や経済の

活性化につなげ、環境を良くすることとの相互依存関係を築いていきます。また、農地や森林が本

来有している自然循環機能を発揮するとともに、流域全体としての災害対策を推進し、環境負荷の

低減を重視した再生可能エネルギーの導入を促進するなど、環境に配慮した取組を進めます。 

 

（３）中山間地域においては人口減少や少子高齢化が著しく、山間部の集落では、集落機能の維持が厳

しくなっており、遊休農地等の低未利用地も増加しています。そのため、新たな担い手の育成や認

定農業者への農地の集約を進めること等、低未利用地の発生を抑制することが重要となっています。 

今後は、集落機能の維持に向けた取組を進めるとともに、豊かな自然や伝統に育まれた独自の文

化に代表される地域資源を有する中山間地域の特性を活かした交流を進め、地方での生活に新たな

価値を求める都市部の住民を呼び込みながら、二地域居住や事業の創出等を進め活性化することで、

農山村の快適性の向上や地域資源の保全・活用を図ります。 
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（４）都市的土地利用の外延化が進む中で、中心市街地で空き店舗や空き家が目立つ地域が増えており、

中心部の活力が低下しているところも少なくありません。 

中心市街地は、人、情報、物の交流の場であり、市域全体の活力の源として、また、サービス産

業を中心に新しい産業を産み出す場としていくため、中心地区に文化機能や商業・サービス機能、

業務機能等の誘導を図り、生活環境の向上に努めます。 

 

（５）市内には、先人達が残した歴史的文化遺産が数多くあります。心の豊かさや生活に潤いを求める

ニーズが高まる中で、地域で保存・伝承されてきた文化遺産への関心が高まっています。これら文

化遺産については、開発事業や生活様式の変化、高齢化などにより、失われる危険性が増していま

す。文化遺産の価値を十分に認識し、地域の財産として継承や観光資源等として活用を進めていく

ことにより、地域個性の発揮を図ります。 

 

３ 市土利用の基本方向 

 

（１）地域類型別 

①都市地域 

都市地域は、本市の顔として、楽しみと賑わい、安全でゆとりの都市空間の形成を図ることによ

って、都市機能を一層充実させます。 

中心市街地については、にぎわいの創出に努めるとともに都市機能がコンパクトに集約された高

齢者等が歩いて暮らせる居住環境の向上を図ります。また、市街地の特性にあわせ都市機能の集積

や秩序ある商業市街地の形成を図るとともに、住環境整備による計画的で秩序ある住宅市街地の形

成を図ります。 

周辺の市街地については、自然環境に配慮しつつ、地域特性に整合した土地利用を推進します。 

また、防災機能の強化や生命維持に欠かせない水、食料、電気等のライフラインの確保などを通

して災害に強いまちづくりを進めます。 

 

②農山村地域 

農山村地域は、地域特性を活かした良好な生活環境を整備するとともに、市民、観光客等の来訪

者の田園回帰志向や伝統的な食文化に対する関心の高まり等の多様なニーズに合った農林業の展

開、地域産業の振興、余暇需要への対応等により、農業生産活動と地域住民の生活環境が調和する

よう土地利用を誘導します。 

このような土地利用を進める中、農用地や森林については、市土保全機能や災害未然防止機能、

自然環境保全機能、景観形成機能を併せ持っているため、その整備と利用の高度化を図りながら優

良農用地や森林を確保します。 

また、農業等の生産条件や交通等の生活条件が不利な地域については、営農団体の法人化を進め

ることにより、農用地の維持に努めるとともに農業の生産基盤としてだけではなく、地域住民の意

向に配慮しつつ、農業の健全な発展との調和を図りながらその有効利用に努めます。 

過疎化等により日常生活に必要なサービスを受けることが困難となり、コミュニティ機能が低下

している集落においては、複数の集落による生活拠点づくりに取り組みます。 
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③自然維持地域 

貴重な自然環境や自然公園、野生生物の重要な生息・生育地、優れた景観を有する地域など、人々

にやすらぎや潤いを与えてくれる維持すべき地域については適正な保全を図ります。また、適正な

管理のもと、自然特性を踏まえつつ、自然体験や自然学習等、自然とのふれあいの場としての利活

用を図ります。 

 

（２）利用区分別 

①農用地 

農用地については、本市の主要産業である農業の基盤であり、効率的、安定的な生産を実現する

ことができるよう周囲の景観や生態系に配慮しながら整備を促進し、優良農用地を確保するととも

に、地域内で合理的な営農システムを構築することにより、農用地の利用集積を推進します。 

また、農用地は農産物の生産だけではなく、保水機能や災害未然防止機能、田園風景の形成に大

きく寄与しており、その市土保全機能を十分発揮できるよう努めるとともに、資源循環型で環境へ

の負荷をできるだけ軽減できる利用を図ります。 

遊休農地等は、地域特性を活かした利用を推進し、農業以外の就業の場や都市部の住民との交流

の場など、地域全体の土地利用のあり方、自給的農家を含めた集落機能のあり方に配慮した土地利

用を図ります。また、現況が森林等になっており、農地としての機能が失われている遊休農地等に

ついては、非農地化も考慮に入れた検討を行います。 

 

②森林 

森林については、木材をはじめとする林産物の生産機能のほか、水源涵
かん

養、水質・大気の浄化、

自然環境の保全、野生生物の生息地、やすらぎの場の提供など様々な機能を果たしています。また、

地球温暖化が進む中で、二酸化炭素を吸収する森林は重要な役割を担っています。 

このような森林の有する多面的な機能を総合的に発揮していくことができるよう、多様な主体の

参画を得ながら森林の確保、整備を図ります。 

 

③原野 

原野については、野生生物の生息に重要な役割を持っているものの、機能を損なわないように、

地域の自然環境に十分配慮しつつ、適正な利用を図ります。 

 

④水面・河川・水路 

水面・河川・水路については、河川氾濫地域における河川改修の促進、生活用水及び農業用水等

への安定した水資源の確保を図るため、整備に要する用地の確保を図ります。 

水面・河川・水路の整備にあたっては、自然環境の保全に配慮しつつ、自然の水質浄化作用、生

物の多様な生息・生育環境、潤いのある水辺環境の維持・向上を図ります。 

 

⑤道路 

道路については、市民の生活や円滑な産業活動などを支援し、均衡のとれたまちづくりを進める

上で欠くことのできない社会的基盤のひとつです。 

市内の骨格的道路ネットワークの形成を図るとともに、道路の維持補修や交通安全施設の整備、

側溝改修を進め、長寿命化を図ることで、安全に通行しやすい道路環境の整備を推進します。 
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林道については、自然環境に配慮しながら、農林業の生産性の向上及び農林地の適正な管理を図

るため整備を推進します。 

 

⑥住宅地 

住宅地については、若い世代の定住化促進へ向けて支援を進めるとともに、ライフスタイルの変

化により住宅ニーズの多様化が進んでいることから、良質な住宅及び住環境の形成に向け、自然環

境や周辺環境に配慮した良好な住宅地の供給及び住環境の整備を図ります。 

中心市街地や地域拠点については、地域特性に応じた機能集積を促進し、良好な住環境の整備を

図ります。また、中心市街地の空洞化や少子高齢化による人口減少、核家族化等が要因と考えられ

る空き家が増加しており、近隣住民の安全性や景観が損なわれる恐れがあることから、空き家の適

正な管理に努めます。 

  

⑦工業用地 

工業用地については、地域経済の発展と雇用の促進に向けた既存工業団地の未分譲地への積極的

な企業誘致を図ります。 

また、新規産業団地の方向性については、生産年齢人口の減少、デジタルトランスフォーメーシ

ョン※、ウィズコロナ時代の新しい生活様式による働き方等、社会情勢が大きな変化をしていく中

で企業の立地動向を把握し、企業が立地しやすい産業団地の適地確保・造成に努めます。 

※デジタルトランスフォーメーション（DX）：もともとは「IT の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向

に変化させる」という概念で、近年では一般的に「最新のデジタル技術を駆使した、デジタル化時代に対応する

ための企業の変革」という意味で使われています。 

 

⑧その他の宅地 

店舗、事業所などその他の宅地については、市民の豊かな生活を支えるとともに、地域経済の担

い手として重要な役割を果たしていますが、担い手の高齢化や人口減少により中心市街地において

も空き店舗が目立ち始めています。 

生活スタイルの多様化や規制緩和などに対応し、店舗の改修補助事業等のハード事業や、まちな

かイベント開催支援等のソフト事業と、ハードとソフト両面で魅力ある商店街づくりを進めるとと

もに地域住民の生活を支える生活インフラの確保に向けた環境整備を図ります。 

また、新しいビジネスは雇用の創出という面も期待できることから、創業への支援を進めるとと

もに都市地域への誘導を図ります。 

 

⑨その他 

その他の土地利用（公共施設用地等）については、市民の利便性とゆとりある公共空間の確保を

図ることを基本に、店舗、事業所など市民生活の利便施設と連携を図りつつ、環境の保全に配慮し

て用地の確保と整備を推進します。公共施設等の整備にあたっては、障がい者や高齢者など、誰も

が利用しやすい構造を確保します。 

さらに、低未利用地などについて、都市部においては、市民交流スペースや災害発生時の避難場

所、公共施設用地として検討する等、有効な利用を図ります。農山村部においては、優良な農用地

は、多様な担い手へ農用地を集積することで再利用を促進する一方、山林に接続するような条件が

不利な農用地については、山林部に還元を図る等、周辺の環境と土地利用に配慮しながら、適正な

利用を図ります。 
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第３章 市土の利用区分ごとの規模の目標及びその地域別の
概要 
 

 

１ 利用区分ごとの規模の目標 

（１）計画の目標年次は令和 12年（2030年）とし、基準年次は平成 30年（2018年）とします。 

 

（２）市土の利用に関して、基礎的な前提となる目標年次における人口、世帯数は、それぞれ 49,055

人、20,786世帯になるものと想定します。 

 

（３）市土の利用区分ごとの規模の目標については、利用区分ごとの市土利用の現況と推移についての

調査に基づき、将来の人口、世帯数及び産業構造等を考慮して、利用区分ごとに必要な土地面積を

予測し、市土利用の実態との調整を行い、定めるものとします。 

 

（４）市土の利用の基本構想に基づく令和 12 年（2030 年）の利用区分ごとの規模の目標は、次表のと

おりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:ha、%）

平成30年
（2018年）

令和12年
（2030年）

平成30年
（2018年）

令和12年
（2030年）

5,789 5,259 16.8 15.3

5,770 5,248 16.8 15.2

19 11 0.1 0.0

15,709 15,709 45.6 45.6

386 434 1.1 1.3

740 740 2.1 2.1

39 39 0.1 0.1

479 479 1.4 1.4

222 222 0.6 0.6

1,967 2,011 5.7 5.8

1,935 1,979 5.6 5.7

0 0 0.0 0.0

32 32 0.1 0.1

1,779 1,829 5.2 5.3

1,011 1,028 2.9 3.0

197 234 0.6 0.7

571 567 1.7 1.6

8,072 8,460 23.4 24.6

34,442 34,442 100.0 100.0

構成比

住宅地

工業用地

その他の宅地

７．その他

合計

５．道路

一般道路

農道

林道

６．宅地

２．森林

３．原野

４．水面・河川・水路

水面

河川

水路

面　積

１．農用地

農地

採草放牧地
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２ 地域別の概要 

地域の区分は、歴史的な地域社会のまとまりを考慮し、合併以前の旧市町域の 4区分とします。 

地域別の概要は、次のとおりです。 

 

地域の区分 地域に含まれる集落 

二本松地域 二本松、塩沢、岳下、杉田、石井、大平 

安 達 地 域 油井、渋川、上川崎、下川崎 

岩 代 地 域 小浜、新殿、旭、上太田 

東 和 地 域 針道、木幡、太田、戸沢 

 

 

【二本松・安達地域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きぼう保育園 
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（１）二本松地域の概要 

  

（（現現況況））  

本地域は、市域の 4 割近くを占める地域で、西に標高 1,700m の奥羽山系に属する安達太良山が

そびえ、東は阿武隈高地に属する大小の丘陵が起伏し、その中央を阿武隈川が流れています。 

阿武隈川より東部は起伏、地形に変化があり、中央を東北新幹線が走り、水田及び畑地が広がり

稲作を中心とした複合経営が行われています。南部の阿武隈川沿いには工業地域があります。中央

部は、阿武隈川と東北自動車道の間に位置し、中心市街地が形成されています。中心市街地は、国

の史跡に指定された二本松城跡（霞ヶ城県立自然公園）を中心とする城下町としての風情を残す旧

市街地と、JR東北本線南側の新市街地により構成されています。 

安達太良山のふもとの平坦地から東北自動車道の間は、水田や畑、施設園芸などが盛んな農村地

域であるとともに、市街地と安達太良山麓の結節ゾーンとしての役割を担っています。 

安達太良山系とその山裾に広がる高地の一部は、磐梯朝日国立公園の指定を受け、山岳・渓谷な

ど四季にわたる豊かな自然を有し、岳温泉・塩沢温泉があるなど、観光・レクリエーション拠点と

なっています。また、安達太良山麓では、豊かな草地資源等を有効利用し酪農を中心とした農業が

営まれています。 

 

（（方方向向））  

本市の中心市街地を含む本地域は、二本松城跡をはじめ、城下町としての風情を今に残す中心市

街地に事業所、商店街、住宅が立ち並び、また行政、教育、医療機関など市の基幹となる施設が多

数立地しています。 

二本松駅前広場整備事業が完了し、にぎわいのある中心市街地の再生を目指して周辺商店街と一

体となった持続可能な歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりを推進しています。 

二本松駅周辺においては市民交流センターを核に、身近な商業、サービス機能の集積を促進し、

にぎわいのある市街地の形成と経済活動の活発化に努めるとともに、人口減少・少子高齢化に対応

し、誰もが安心して暮らせるようコンパクトに都市機能を集積することで、中心市街地への居住を

推進します。 

また、本市の歴史・文化の象徴である霞ヶ城県立自然公園周辺については、観光拠点施設の整備

や魅力ある景観形成に努め、観光都市としての魅力向上を図ります。杉田駅周辺については、地域

の生活ニーズに対応した施設の集積・誘導を進めるとともに、良好な住環境の整備を図ります。 

農用地は、農村集落とあわせ本市の優良農業地域としての振興を図ります。 

安達太良山麓は、豊かな自然環境を活かした観光地づくりを推進するとともに、森林の保全、畜

産や林業基盤の整備を図ります。 
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（２）安達地域の概要 

  

（（現現況況））  

本地域は、本市の北部、阿武隈川の西側に位置し、平坦地や安達太良山麓からなる地域です。 

平坦地は、国道 4号の西側ですが、南北に地域を縦断する国道 4号や県道福島・安達線、JR東北

本線の安達駅を中心に郊外型商業施設や医療機関の立地、復興公営住宅、民間による宅地開発等が

進んでおり、利便性が高く住みやすい住環境が整いつつあります。また、農村地域工業等導入地区

などに企業が立地し、農地の高い集積とあわせ、農工一体の地域でもあります。 

安達太良山麓は、畜産が振興され、遊休桑園の草地化、飼料作物化が進められています。また、

国道 4号の東側は道路や農業用水が確保されたことから、平坦地に次ぐ農業地帯となっています。 

一方、高村光太郎の「智恵子抄」にちなんだ文化資源を活かした地域づくりや、平安時代から千

年あまり受け継がれてきた和紙を伝承した工芸品産業が営まれています。 

 

（（方方向向））  

本地域は、二本松地域の市街地から連なる旧奥州街道周辺や智恵子の森団地、安達駅周辺におい

て宅地化が進むとともに、近年は大規模な商業施設の立地が相次いでいます。 

こうした動向を踏まえ、安達駅周辺では道路整備等のインフラ整備を進めるとともに、民間によ

る宅地開発等の誘導など、良好な住環境整備に取り組んでいます。安達支所を中心とした行政機能

のほか、安達駅周辺には医療機関をはじめ学校や保育機能が近距離に立地していることから、まち

の機能がコンパクトに集約された利便性の高い市街地の整備を図ります。 

また、二本松地域に連なる智恵子の杜公園等の丘陵地は、緑化を充実させるとともに文化・レク

リエーションの場としての活用を図ります。 

平坦地や国道 4号の東側の優良な農用地が確保されている地域は、将来においても優良農業地域

としての振興を図ります。また、豊かな自然環境を有する安達太良山麓地域は、自然とのふれあい

の場や森林の整備を図り、風光明媚な渓谷を成し緑地環境保全地域にも指定されている稚児舞台の

ある阿武隈川流域は観光スポットとして磨き上げを進めるとともに親しめる水辺づくりを推進し

ます。 
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【岩代・東和地域】 
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（３）岩代地域の概要 

  

（（現現況況））  

本地域は、阿武隈高地の中腹にあり、標高は最低 200m、最高 1,057m で大小高低の丘陵地が広が

っています。この間を小浜川、移川、口太川が流れ、その流域に小区画の耕地と集落が点在してい

るほかは、山間地の中腹高台に耕地・住家が散在しており、周囲は山林原野で占められています。 

このように、阿武隈高地特有の起伏に富んだ山間丘陵地にあるため、農地のほ場整備率が低く、

畑についても小区画で傾斜地が多くなっています。また、少子高齢化や過疎化の進行により、遊休

農地等が増えています。 

平坦地が限られるという特性から、地域全域にわたり住居が散在していますが、国道 459号と主

要地方道飯野三春石川線が交差する周辺の小浜及び百目木地区に基本的な生活機能が集積し、工場

の立地もみられます。 

日山山麓は阿武隈高原中部県立自然公園に指定され、羽山などとともに、合戦場のしだれ桜、杉

沢の大杉などの名木と豊かな自然環境を有し、小浜城跡、宮森城跡などの豊富な歴史・文化遺産と

あいまって地域の自然、歴史、風土を形づくっています。 

  

（（方方向向））  

本地域の拠点となる小浜地区を中心に、基本的な生活機能の維持に向け、地域の実情に合った小

さな拠点づくりを進めるとともに、農用地と住宅地の混在が進みつつある農村集落については、地

域内での合理的な営農システムを構築することにより、農用地の利用集積を推進します。また、農

業体験やグリーンツーリズム、道の駅「さくらの郷」を中心とした地元農産物等の販売、イベント

等の実施などを通じて都市部との交流を進め、二地域居住や定住促進を図り、遊休農地等の解消に

努めます。 

また、阿武隈高原中部県立自然公園の北に位置する日山などは、市内でも随一の自然環境を有し、

杉沢の大杉、合戦場のしだれ桜などの名木や、小浜城跡などの歴史・文化遺産とあいまって地域の

風土を形づくっています。 

これらの貴重な自然・歴史環境とあわせて、日山キャンプ場、日山パークゴルフ場、バイオマス

エネルギーを活用した名目津温泉など魅力的な観光・レクリエーション資源が多数存在しているこ

とから、さまざまな観光資源を有効に生かしながら相互の連携性を高め、ネットワーク化し、新し

い観光ルートを作成して市内外へ幅広く PRすることによって、交流人口の拡大に努めます。 
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（４）東和地域の概要 

  

（（現現況況））  

本地域は、阿武隈高地の西斜面に位置しているため、起伏の激しい標高 300～500mの丘陵地にあ

り、平坦地は少なく集落は散在しています。本地域のほぼ中央に位置する針道地区に商業施設が集

中しています。農地は、畑が主で山間傾斜地に点在していますが、その多くが桑園であったことか

ら、人口減少、高齢化と相まって、遊休農地等が増加しています。 

隠津島神社や住吉城跡に代表される歴史を秘めた数多くの文化財やおだやかな山村風景などの

資源に恵まれ、四季を通じて多くの人々に親しまれています。特に、名勝地の木幡山一帯、キャン

プ場のある夏無沼一帯、阿武隈川島山一帯と漕艇場など、優れた観光・レクリエーション資源をも

ち、また、東北のボストンマラソンと異名をもつ東和ロードレース大会や国指定重要無形民俗文化

財の木幡の幡祭りなど、イベントも盛んに行われています。 

 

（（方方向向））  

本地域の拠点となる針道地区を中心に、観光施設や体育施設を活かした交流人口の増加と組み合

わせた商業の振興等により生活機能の向上を図るとともに、農村集落において住環境の快適性確保

に努めます。 

農地は、中山間地域の持つ良さを活かした農業振興を図るとともに、地域内での合理的な営農シ

ステムを構築することにより、農用地の利用集積を推進します。また、道の駅「ふくしま東和」等

をはじめとして、地元農産物を活用した加工品の販売が盛んな地域性があることから、農業の６次

産業化をさらに進めるとともに、農業体験やグリーンツーリズムなどを通して、都市部との交流を

行うとともに、二地域居住や移住促進のために雇用創出や新規就農の受け入れなど、独自事業も展

開し、遊休農地等の解消にも努めます。 

また、阿武隈高原中部県立自然公園の北に位置する名勝木幡山などは、市内でも随一の自然環境

を有し、木幡の大杉などの名木や隠津島神社三重塔などの歴史・文化遺産とあいまって地域の風土

を形づくっており、これらの貴重な自然・歴史環境とあわせて、夏無沼キャンプ場など魅力的な観

光・レクリエーション資源が多数存在していることから、アウトドアスポーツの振興や自然とのふ

れあい、体験・滞在型の観光・レクリエーション地づくりを推進します。 
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第４章 計画を実現するために必要な措置の概要  

 

１ 復興・再生に向けた土地利用の推進 

原子力災害による放射性物質の汚染は市内の広範囲に及んでおり、汚染された生活圏、農用地、森

林等については、効果的・効率的な除染を推進するとともに放射性物質で汚染された廃棄物の円滑な

処理を推進します。 

 

２ 土地利用の適正化 

土地利用の転換等を図る場合には、その転換等の不可逆性及び影響の大きさに十分に留意した上で、

周辺の土地利用の状況、社会資本の整備状況、その他の自然的、社会的条件を考慮して、適正に行う

こととします。 

また、転換等が途上であっても、これらの条件の変化を考慮して必要があるときは、速やかに計画

の見直し等の措置を講じます。無秩序な施設立地等の問題が生じる恐れのある地域においては、制度

の的確な運用等の検討を通じ、地域の環境を保全しつつ、地域の実情に応じた総合的かつ計画的な土

地利用の実現を図ります。 

 

（１）農用地の転換 

農用地の利用転換については、食料生産の確保、農業経営の安定及び地域農業や地域景観に及ぼ

す影響に留意し、非農業的土地利用との計画的な調整を図り、無秩序な転用を防止し、優良農用地

の確保に努めます。 

また、遊休農地等のうち現況が森林等になっており、農用地としての再利用が困難となっている

荒廃農地については、自然環境の保全に配慮し森林として整備していく等、非農地化も考慮に入れ

た検討を行います。 

 

（２）森林・原野の転換 

森林の利用転換については、森林が水源涵
かん

養、自然災害発生の防止、自然環境保全等、様々な公

益的機能を有していることから、それらの機能が低下しないよう保安林や機能の高い森林の利用転

換を抑制することに十分に留意し、周辺の土地利用との調整を図りながら行います。 

また、原野の利用転換については、環境の保全に配慮しつつ、周辺の土地利用との調整を図りな

がら行います。 

 

（３）大規模開発による転換 

大規模開発による土地利用の転換については、その影響が広範囲に及ぶものであり、周辺地域を

含めて事前に十分な調査を行い、環境保全に配慮し適正な土地利用の確保を図ります。 

 

（４）再生可能エネルギー発電設備の設置による転換 

再生可能エネルギー発電設備の設置による土地利用の転換については、周辺地域を含めて事前に

十分な調査を行い、環境保全に配慮するとともに、設備設置に起因する災害の防止に努めます。 
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３ 土地の有効利用の促進 

 

（１）農用地の有効利用 

農用地については、道路、用排水路などの生産基盤施設の整備を図るとともに、認定農業者や集

落営農などの経営体への農用地の利用集積を積極的に行い、農地保全の取組と併せて農用地の有効

利用を促進します。 

また、遊休農地等のうち現況が森林等になっており、農用地としての再利用が難しくなっている

荒廃農地については、非農地化も考慮に入れた検討を行います。 

 

（２）森林の有効利用 

森林については、林産物生産機能及び市土保全、水源涵
かん

養、自然環境保全などの公益的機能を維

持する働きがあるため、森林の整備を計画的に推進します。その際、観光やレクリエーション、市

民の自然とのふれあいの場、青少年の教育の場等としての利用を促進するため、多様な森林の整備、

保全策を推進します。 

 

（3）原野の有効利用 

原野については、野生生物の生息に必要な機能を損なわないように十分配慮して、適正な利用を

図ります。 

 

（4）水面・河川・水路の有効利用 

水面・河川・水路については、治水及び利水の機能発揮に留意しつつ、生物の多様な生息環境に

必要な水量・水質の確保や整備を図るとともに、地域の景観と一体となった水辺空間や水と人との

ふれあいの場の形成を図ります。 

 

（5）道路の有効利用 

道路については、良好な街並み景観の形成を図るとともに、災害時における緊急輸送路、避難路、

防火帯としての機能強化など、道路空間の多面的機能の強化とその有効利用を図ります。 

 

（6）住宅地の有効利用 

住宅地については、空家の利活用や空家問題の周知等による空家対策を進め、さらに良好な住環

境の整備を推進するとともに、長期的な需給見通しに基づく計画的な宅地の供給を促進します。ま

た、既存集落内の道路、下水道、その他生活環境施設の整備を推進します。 

 

（7）工業用地の有効利用 

工業用地については、既存の工業団地の土地の有効利用を図るため企業誘致の推進に努めます。 

また、新規産業団地については、産業構造の変化、ウィズコロナ時代の新しい生活様式による働

き方の変化、近年頻発して発生している自然災害の激甚化リスクへの対応、工場の立地動向等を踏

まえた上で、適切な規模と低コストでの団地造成を目指し、質の高い工業用地の整備を推進します。 

 

（8）その他の宅地の有効利用 

店舗、事業所などその他の宅地については、魅力ある商店街づくりを進めて、起業創業を支援す

るために空き店舗の有効活用を促進します。 
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（9）その他の有効利用 

公共施設用地などその他については、市民の利便性とゆとりある公共空間の確保を図ります。 

 

（10）低未利用地の有効利用 

低未利用地のうち、遊休農地等については、土地の有効利用、市土及び環境保全の観点から、周

辺の土地利用との調整を図りつつ、景観形成作物の作付け等積極的な活用を進めるとともに、地域

の実情に応じ、地域活性化のための用地等への転換を図ります。 

また、市街地の低未利用地については、市土の有効利用及び良好な都市環境の形成の観点から、

計画的かつ適正な活用を促進します。 

 

４ 災害に強い市土づくり 

 

（１）災害に対する安全性を高める土地利用 

自然災害への対応として、災害発生時の被害を未然に防止する「防災」だけでなく、発生しうる

被害の最小化を図る「減災」の考えのもと、風水害、土砂災害、豪雪、火山噴火および地震などの

大規模な災害による影響を配慮した土地利用配置を図るとともに、土砂災害警戒区域などの指定に

よる土地利用の抑制やハザードマップによる情報周知、防災訓練に関する取組などハード整備とソ

フト対策が一体となった防災・減災対策を図ります。 

 

（２）農用地や森林の持つ機能の向上 

洪水防止機能、土砂の流出抑制機能、水源の涵
かん

養機能など農用地や森林の有する多面的機能の向

上を図るために農林業の生産基盤の整備を推進するとともに環境保全型農業や中山間地域等にお

ける農地保全の取組を推進します。 

 

（３）災害に強いまちづくりの推進 

災害に強い安全なまちづくりのため、住民の避難場所、物資の輸送拠点等に活用できる都市公園

などのオープンスペースの整備を進めるとともに災害時には避難路や救援路、さらには火災の防火

帯として機能する道路、河川等を計画的に整備することによって避難路ネットワークを強化します。 

また、避難施設、防災拠点、防災無線等の情報通信基盤、上下水道などのインフラの防災機能の

強化を図ります。 

  

５ 環境の保全と美しくゆとりある市土利用 

美しい自然や景観、恵まれた環境等を次の世代へと引き継いでいくために再生可能エネルギーの推

進や循環型社会の形成に向けた取組等を推進していきます。 

 

（１）多様な自然環境と景観の保全 

市土の自然環境の保全、災害・公害の防止を図るため、さらには歴史的風土の保存、文化財の保

護及び良好な都市環境の形成を図るため、無秩序な都市開発、レクリエーション施設開発等の開発

行為を規制します。 
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自然公園などの優れた自然環境は、地域の特性に応じて適切に保全しつつ、自然との豊かなふれ

あいの場として整備を図ります。特に野生生物の生息地域においては、適正な保全・管理を行い、

自然特性に応じたビオトープ（生物生息空間）の確保を図ります。 

 

（２）良好な環境の保全 

良好な環境を確保するために、都市開発などの開発行為については、土地利用の適正化のための

措置を講じます。 

 

（３）良好な居住環境の確保 

良好な居住環境を形成するため、新たな住宅地開発については、既存集落、周辺土地利用との調

整を図りながら推進するとともに、既存集落においては、道路、下水道、公園緑地、その他生活環

境施設整備を積極的に推進し、住宅地としての環境整備を推進します。 

 

（４）大規模開発への対応 

大規模な開発、さらには、それらに伴う新たな道路等の都市基盤施設の整備については、周辺の

土地利用との調和に配慮した整備を図ります。 

 

（５）自然災害発生の抑止 

自然災害の発生を抑止し、安全な地域社会を確保するために、河川改修や土砂災害防止施設の整

備等のハード対策の推進や、保安林、砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域等による土地利用の規制

など、国、県と連携しながら治山、治水の諸施策を講じます。 

 

（６）農用地および森林の有効利用 

農用地や森林は、食料や林産物の供給のほか、市土の保全、水源の涵
かん

養、自然環境の保全、生態

系の維持、災害の防止など多様な機能を果たしていることから、その機能の維持・保全を目標とし

て、農用地においては持続的発展を可能とする資源循環型の農用地利用を促進するとともに、森林

においては、自然環境を生かした土地利用を推進します。 

 

（7）持続可能な暮らしのための市土利用 

行政、医療、介護、福祉、商業等の都市機能や住居を中心市街地や生活拠点等に集約化すること

で、社会資本の維持コストを削減でき、安全で暮らしやすいコンパクトなまちづくりを推進します。 

加えて、SDGsを踏まえ、様々な主体の連携により、AI（人工知能）や IoT（モノのインターネッ

ト）など最先端のデジタル技術を活用し、新たな生活支援サービスの提供やコミュニティづくりな

どを目指したスマートシティを推進します。 

また、人口減少等に伴い市街地の低未利用地が増加していることを鑑み、無秩序な市街地拡大と

拡散の抑制を基本としつつ、土地利用の質的向上と効果的な土地利用を推進します。 

 

（８）再生可能エネルギーの推進 

再生可能のエネルギーの導入にあっては、無秩序な開発による災害等の防止や自然環境・景観の

保全を図るとともに、地域住民の十分な理解のもとで推進します。 
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６ 地域整備施策の推進 

都市地域、農山村地域及び自然維持地域それぞれの地域の個性や多様性を生かしつつ、市土の均衡

ある発展を図るため、地域の特性と機能に応じた地域整備施策を推進し、都市地域、農山村地域及び

自然維持地域における総合的環境の整備を図ります。 

 

（１）都市地域 

二本松駅周辺地区、杉田駅周辺地区から安達駅周辺に至る一帯を「市街地・住宅ゾーン」とし、

商業・サービス、業務機能、文化機能などの集積を進め、良好な住環境の整備を進めます。 

また、中心市街地を補完する小浜地区、針道地区の地域拠点については、生活を支える基本的な

機能の整備を図ります。 

産業団地は、周辺の環境に留意した環境改善を図るとともに、新たな産業団地の整備を進めます。 

 

（２）農山村地域 

市内各所に広がる農山村地域については、農業振興地域における優良農用地の保全と有効利用に

努める一方、集落地域の生活環境の快適性向上を図ります。 

また、地域の伝統文化や歴史的風土、産業、自然環境や景観などの地域資源の活用・保全を通じ

た都市地域との交流を図ることにより、定住・二地域居住を促進します。 

 

（３）自然維持地域 

優れた自然環境や自然公園は、市民の憩いの場であることはもとより、都市部の住民にとって魅

力的な観光資源となり得ることから、地域の特性に応じて適切に保全を図るとともに、自然体験や

自然学習等、自然とのふれあいの場として整備を図ります。また、野生生物の生息地域においては、

生態系や景観の観点から保全に努めます。 

 

７ 土地利用に関する法律等の適切な運用 

（１）公共の福祉の優先 
市土利用については、公共の福祉を優先させるとともに、その所在する地域の自然的、社会的、

経済的及び文化的諸条件に応じて適正な利用が図られるよう努めます。このため、各種の規制措置、

誘導措置等を通じた総合的な施策の推進を図ります。 

  

（２）法律の適切な運用 

土地基本法及び国土利用計画法を基本とし、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森

林法、文化財保護法、その他関係法令等の適切な運用により、計画的な調整と適正な市土利用を図

ります。 

 

８ 市土に関する調査の推進及び成果の普及啓発 

市土の計画的かつ適正な利用を図るため、必要に応じて市土に関する基礎的な調査を推進するとと

もに、その総合的な利用を図ります。また、市民の市土への理解を一層深め、市民及び事業者（企業

等）との協働により、計画の総合性及び実効性を高めます。 
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１．計画における地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画における主要指標の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域区分図

東和地域

岩代地域

安達地域

二本松地域

平成７年

（1995年）

67,269

男子人口（人） 32,789

女子人口（人） 34,480

17,505

34,790

第１次産業（人） 4,556

第２次産業（人） 15,368

第３次産業（人） 14,842

5,598 5,316 5,048 4,244 4,072 3,685 3,298

うち販売農家 うち販売農家 うち販売農家 うち販売農家 うち販売農家 うち販売農家 うち販売農家

4,600 3,905 3,493 2,658 2,599 2,260 1,968

354 350 353 529 472 420 374 333

750 472 436 355 289 267 238 215

4,908 3,778 3,116 2,609 1,897 1,912 1,648 1,420

182,180

推　　　移

34,359 32,322 28,588

16,840

21,186

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和12年

（2030年）

32,090

　総人口（人） 66,077

30,670 29,012 28,716 24,700

33,987 32,508 30,859 29,446

令和7年

（2025年）

63,178 59,871 58,162人

口

・

世

帯

数

29,531 24,600

27,923

19,850

27,592

2,395

8,656

16,541

18,431 18,346 19,810

3,844 2,701 2,462

25,300

　総世帯数（戸） 18,216

234,047

　第２種兼業（戸）

　第１種兼業（戸）

　専業（戸）

市総生産額（百万円） 178,010

6,012

223,355

注：就業者数は分類不能の産業があるため、必ずしも合計が一致するものではない。　

10,343 10,573 5,458

15,491 16,310 14,789 15,848 17,111

50,00052,491

25,931

26,560

20,425

26,036

2,196

7,000

令和2年

（2020年）

55,183

27,260

179,339 156,439 177,243 211,980

農

家

戸

数

　農家戸数（戸）

14,574 12,142

4,277 2,031
就

業

者

数

　就業者数（人）



 

 資 - 2 

３．国土保全の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積・延長 箇所数・指定年月日等

20.46ha 28箇所

187.67ha 18箇所

760.6ha

 水害防備保安林
 （うち保健保安林をかねる）

5.3ha
（0.6ha）

4箇所
（1箇所）

 保健保安林 344.3ha 5箇所

 土砂流出防備保安林 221.0ha 54箇所

 土砂崩壊防備保安林 46.2ha 50箇所

 水源かん養保安林
 （うち保健保安林をかねる）

129.5ha
（125.7ha）

1箇所
（1箇所）

 干害防備保安林
 （うち保健保安林をかねる）

14.3ha
（14.3ha）

1箇所
（1箇所）

2,060.0ha ・二本松地域　昭和25年 9月5日

356.8ha
・二本松地域　昭和23年10月18日
・岩代地域　　昭和56年 6月16日

10.00ha ・安達、東和地域　昭和54年 8月3日

33.00ha

570.74ha
二本松、岩代、東和地域
（国・県指定）

史跡・名勝天然記念物

急傾斜地崩壊危険区域

砂防指定地

保安林

区　　　分

国
土
保
全

自
然
環
境
保
全

国立公園

県立自然公園

緑地環境保全地域

鳥獣保護区特別保護地区
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４．利用区分の定義及び把握の方法 

区分 定義 把握方法 現況値の調査方法 

１ 農用地 農地法第２条第１項に

定める農地及び採草放牧

地の合計である。 

  

(1) 農地 

耕作の目的に供される

土地であって、畦畔を含

む。 

  

「耕地及び作付面積統

計」の「田」及び「畑」

の合計である。 

・「福島県農林水産

統計年報」（東北

農 政 局 福 島 統

計・情報センタ

ー）より把握（出

典は「福島県統計

年鑑」(福島県統

計情報領域)）。 

(2) 採草放牧地 

農地以外の土地で、主

として耕作又は養畜の事

業のための採草又は家畜

の放牧の目的に供される

もの。 

  

「世界農林業センサス林

業調査報告書」の「耕地

以外で採草地・放牧地と

して利用した土地」であ

る。 

・「世界農林業セン

サス」より把握。 

２ 森林 国有林と民有林の合計

である。なお、林道面積

は含まない。 

※林道面積は、道路幅員

3.0m を超えるものを除外

する。 

 

 

 

（1） 国有林 

ア 林野庁所管国有林 

 国有林野の管理経営に

関する法律第２条に定め

る国有林野から採草放牧

地を除いたもの。 

イ 官行造林地 

 旧公有林野等官行造林

法第１条の規定に基づき

契約を締結しているも

の。 

ウ その他省庁別所管国

有林 

 林野庁以外の国が所有

している森林法第２条第

１項に定める森林。 

 

ア及びイについては、関

東森林管理局企画調整室

の資料による。 

ウについては、「世界農林

業センサス林業調査報告

書」による。 

・「福島県森林・林

業統計書」（福島

県農林水産部）よ

り把握 

（2） 民有林 

  

森林法第５条に定める民

有林。 

  

 

地域森林計画対象民有

林。 
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区分 定義 把握方法 現況値の調査方法 

３ 原野  「世界農林業センサス

林業調査報告書」の「森

林以外の草生地」から「採

草放牧地」及び国有林に

係る部分を除いた面積で

ある。 

 ・「世界農林業セン

サス林業調査報

告書」より把握。 

４ 水面・河川・水路  水面、河川及び水路の

合計である。 

  

(1) 水面 

 湖沼（人造湖及び天然

湖沼）並びにため池の満

水時の水面。 

以下に掲げるア、イ及び

ウの面積の合計である。 

ア 天然湖沼（面積 10ha

未満のものは除く。） 

  面積 100ha 以上のも

のは、国土地理院「全

国都道府県市区町村別

面積調」により、100ha

未満のものは、環境庁

「自然環境保全基礎調

査」の結果等による。 

イ 人造湖 

  日本ダム協会「ダム

年鑑」及び「ダム総覧」

等による。 

ウ ため池 

  「ため池台帳」の堤

高 15ｍ未満のため池の

満水面積による。満水

面積が未把握のものに

ついては、堤高区分別

有効貯水量を平均堤高

で除し、一定係数を乗

じて算出する。 

・市農業振興課資料

より把握。 

(2) 河川 

 河川法第４条に定める

一級河川及び同法第 100

条による準用河川の同法

第６条に定める河川区

域。 

 一級河川については、

建設省「河川現況調査」

を基に把握する。準用河

川については、流路延長

に必要な区間ごとに把握

した平均幅員を乗じて算

出した面積を河川管理者

に紹介する。 

 なお、水面と重複する

部分を除く。 

・市土木課資料より

把握。 
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区分 定義 把握方法 現況値の調査方法 

 (3) 水路 

 農業用用排水路 

 水路面積は以下の算式

による。 

 水路面積＝(整備済水

田面積×整備済水田の水

路率)＋(未整備水田面積

×未整備水田の水路率) 

・市農業振興課資料

より把握。 

５ 道路  一般道路、農道及び林

道の合計である。車道部

（車道、中央帯、路肩）、

歩道部、自転車道部及び

法面等からなる。 

  

(1) 一般道路 

 道路法第２条第１項に

定める道路。 

 

 一般道路は、「道路統計

年報」等による。 

・福島県土木部資

料、市土木課資料

より把握。 

・高速道路について

は東日本高速道

路㈱に照会によ

り把握。 

(2) 農道 

 農地面積に一定率を乗

じたほ場内農道及び「市

町村農道台帳」の農道延

長に一定幅員を乗じたほ

場外農道。 

農道面積は以下の算式に

よる。 

 農道面積＝ほ場内農道

面積＋ほ場外農道面積 

 ほ場内農道面積＝水田

地域におけるほ場内農道

面積(Ａ)＋畑地域におけ

るほ場内農道面積(Ｂ) 

  ただし、 

 Ａ＝(整備済水田面積

×整備済水田の農道

率)＋（未整備水田面積

×未整備水田の農道

率） 

Ｂ＝(整備済畑面積×

整備済畑の農道率)＋

（未整備畑面積×未整

備畑の農道率） 

ほ場外農道面積＝「市

町村農道台帳」の農道

延長×一定幅員 

・市農業振興課資料

より把握。 

(3) 林道 

 国有林林道及び民有林

林道。 

 林道のうち、自動車道

の延長に一定幅員を乗じ

て算出する。 

・市農業振興課資料

より把握。 



 

 資 - 6 

 

区分 定義 把握方法 現況値の調査方法 

６ 宅地 

 

 

 建物の敷地及び建物の

維持又は効用を果たすた

めに必要な土地である。 

 「固定資産の価格等の

概要調書」の宅地のうち

評価総地積(村落地区に

ついては地籍調査進捗状

況及び地籍調査実施前後

の宅地面積変動率を用い

て補正したもの)と非課

税地積を合計したもの。 

・「固定資産の価格

等の概要調書」よ

り把握。 

(1) 住宅地 

 「固定資産の価格等の

概要調書」の評価総地積

の住宅用地に、非課税地

積のうち、都道府県営住

宅用地、市町村営住宅用

地及び公務員住宅用地を

加えたもの。 

以下に掲げるア及びイの

面積の合計である。 

ア 「固定資産の価格等

の概要調書」の評価総

地積のうちの住宅用地

の面積。村落地区につ

いては地籍調査進捗状

況、地籍調査実施前後

の宅地面積変動率及び

村落地区に占める住宅

地割合を用い補正した

面積を加える。 

イ 都道府県営住宅用

地、市町村営住宅用地

及び公務員住宅用地の

面積。 

・「固定資産の価格

等の概要調書」よ

り把握。 

(2) 工業用地 

 「工業；統計表(用地・

用水編)」にいう「事業所

敷地面積」を従業者 10 人

以上の事業所敷地面積に

補正したもの。 

 以下に掲げるア及びイ

の面積の合計である。 

ア 従業員30人以上の事

業所については、用

地・用水編による敷地

面積。 

イ 従業員 4人以上 29人

以下の事業所について

は、産業中分類別に次

の算式により算出した

面積の合計。 

 (従業員 30 人以上事業

所の敷地面積)×(従業

員 4人以上 29人以下事

業所の製造品出荷額

等)／(従業員30人以上

事業所の製造品出荷額

等) 

・「工業統計調査」

より、従業者 30

人以上事業所の

敷地面積と、4 人

以上 29 人以下事

業所の敷地面積

（県数値を参考

に製造品出荷額

等から算出）を把

握。 

(3) その他の宅地 

(1)及び(2)の区分のい

ずれにも該当しない宅

地。 

 「宅地」から(1)住宅地

及び(2)工業用地を除く。 

・宅地面積から「住

宅地」及び「工業

用地」面積を差し

引いて把握。 
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区分 定義 把握方法 現況値の調査方法 

７ その他  市土面積から｢農用

地｣、｢森林｣、｢原野｣、｢水

面・河川・水路｣、｢道路｣

及び｢宅地｣の各面積を差

し引いたものである。 

 ・市土面積から｢農

用地｣、｢森林｣、

｢原野｣、｢水面・

河川・水路｣、｢道

路｣及び｢宅地｣の

各面積を差し引

いて把握。 

・「その他」の主な

内容は、公共施設

用地、鉄軌道用

地、私道など。 

 

８ 市土面積  「全国都道府県市区町

村別面積調」による。 

 ・「全国都道府県市

区町村別面積調」

より把握。 

９ 市街地面積  国勢調査による「人口

集中地区」である。 

 ・国勢調査より把

握。 
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５．人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．国土利用の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成７年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和2年

（2020年）

令和7年

（2025年）

令和12年

（2030年）

１．人口

　総人口（人）
67,269 66,077 63,178 59,871 58,162 55,183 52,491 50,000

２．人口高齢化

　65歳以上人口（人）
12,871 14,619 15,453 15,854 17,526 19,150 19,617 19,142

３．義務教育

　該当年齢人口（人）
8,306 6,856 5,708 5,051 4,397 3,661 3,336 3,050

４．世帯

　（世帯数）
17,505 18,216 18,431 18,346 19,810 19,850 20,425 21,186

５．都市化

　人口集中地区人口（人）
11,726 11,721 11,031 10,523 9,695 9,593 9,167 8,740

単位:ha、％

全　　　　　域

面積 構成比 面積 構成比

5,789 16.8 5,259 15.3 △ 530

5,770 16.8 5,248 15.2 △ 522

19 0.1 11 0.0 △ 8

15,709 45.6 15,709 45.6 0

386 1.1 434 1.3 48

740 2.1 740 2.1 0

39 0.1 39 0.1 0

479 1.4 479 1.4 0

222 0.6 222 0.6 0

1,967 5.7 2,011 5.8 44

1,935 5.6 1,979 5.7 44

0 0.0 0 0.0 0

32 0.1 32 0.1 0

1,779 5.2 1,829 5.3 50

1,011 2.9 1,028 3.0 17

197 0.6 234 0.7 37

571 1.7 567 1.6 △ 4

8,072 23.4 8,460 24.6 388

34,442 100.0 34,442 100.0 0

248 0.7 234 0.7 △ 14

７．その他

合計

市街地

（３）林道

６．宅地

（１）住宅地

（２）工業用地

（３）その他の宅地

（１）農地

（２）採草放牧地

２．森林

（１）一般道路

（２）農道

増減面積
利用区分

平成30年
（2018年）

令和12年
（2030年）

３．原野

４．水面・河川・水路

（１）水面

（２）河川

（３）水路

５．道路

１．農用地
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７．利用区分ごとの国土利用の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年

（2009年）

平成22年
（2010年）

平成23年
（2011年）

平成24年
（2012年）

平成25年
（2013年）

平成26年
（2014年）

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

6,328 6,293 6,259 6,235 6,212 6,179 6,126 6,033 5,901 5,789

6,280 6,250 6,220 6,200 6,180 6,150 6,100 6,010 5,880 5,770

48 43 39 35 32 29 26 23 21 19

15,644 15,560 15,560 15,560 15,560 15,709 15,709 15,709 15,709 15,709

385 417 358 362 366 370 374 378 382 386

740 740 740 740 740 740 740 740 740 740

39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

479 479 479 479 479 479 479 479 479 479

222 222 222 222 222 222 222 222 222 222

1,869 1,887 1,928 1,935 1,951 1,958 1,960 1,962 1,966 1,967

1,837 1,855 1,896 1,903 1,919 1,926 1,928 1,930 1,934 1,935

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32 32 32 32 32 32 32 32 32 32

1,704 1,713 1,718 1,719 1,722 1,729 1,758 1,769 1,770 1,779

905 913 918 921 925 928 994 999 1,003 1,011

170 171 177 179 183 185 188 191 194 197

629 629 623 619 614 616 576 579 573 571

7,773 7,832 7,880 7,891 7,892 7,758 7,776 7,851 7,974 8,072

34,442 34,442 34,442 34,442 34,442 34,442 34,442 34,442 34,442 34,442

262 248

水路

区　　　分

農用地

農地

採草放牧地

森林

市街地

単位 : ha

住宅地

工業用地

その他の宅地

その他

合計

道路

一般道路

農道

林道

宅地

原野

水面・河川・水路

水面

河川
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８．二本松市における国土利用の変化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．利用区分ごとの国土利用の規模の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R12年/

面積 構成比 面積 構成比 H30年

5,789 16.8 5,259 15.3 △ 9.2

15,709 45.6 15,709 45.6 0.0

1,779 5.2 1,829 5.3 2.8

11,165 32.4 11,645 33.8 4.3

34,442 100.0 34,442 100.0 0.0

単位：ha、%

上記以外の

利用区分

宅地

合計

二本松市

平成30年 令和12年

農用地

森林

利用区分

令和12年/

平成30年

農用地 5,789 5,259 90.8

農地 5,770 5,248 91.0

採草放牧地 19 11 57.4

森林 15,709 15,709 100.0

原野 386 434 112.5

水面・河川・水路 740 740 100.0

水面 39 39 100.0

河川 479 479 100.0

水路 222 222 100.1

道路 1,967 2,011 102.2

一般道路 1,935 1,979 102.3

農道 0 0 0.0

林道 32 32 100.0

宅地 1,779 1,829 102.8

住宅地 1,011 1,028 101.7

工業用地 197 234 118.8

その他の宅地 571 567 99.3

その他 8,072 8,460 104.8

合計 34,442 34,442 100.0

市街地 248 224 90.3

利用区分

二本松市全域

平成30年

（2018年）

令和12年

（2030年）

単位：ha、%
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10．人口等を基礎とした用地原単位の推移 

（１）農用地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地
採　草

放牧地
計

ha ha ha 人 人 a／人 a／人 

平成21年

（2009年）
6,280 48 6,328 60,437 6,117 10.5 103.5

平成22年

（2010年）
6,250 43 6,293 59,871 5,999 10.5 104.9

平成23年

（2011年）
6,220 39 6,259 58,703 5,483 10.7 114.2

平成24年

（2012年）
6,200 35 6,235 57,615 5,011 10.8 124.4

平成25年

（2013年）
6,180 32 6,212 56,938 4,579 10.9 135.6

平成26年

（2014年）
6,150 29 6,179 56,386 4,185 11.0 147.6

平成27年

（2015年）
6,100 26 6,126 58,162 3,825 10.5 160.2

平成28年

（2016年）
6,010 23 6,033 57,130 3,735 10.6 161.5

平成29年

（2017年）
5,880 21 5,901 56,097 3,645 10.5 161.9

平成30年

（2018年）
5,770 19 5,789 55,065 3,556 10.5 162.8

令和7年

（2025年）
5,507 15 5,522 50,973 3,057 10.8 180.6

令和12年

（2030年）
5,248 11 5,259 49,055 2,743 10.7 191.7

　　　区分

　年次

注：農業就業人口は販売農家

農用地面積 人口１人

当たり

農用地面積

農業就業

人口１人

当たり

農用地面積

農業就業

人口
人口
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（２）森林面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ha a／人 %

平成21年

（2009年）
15,644 60,437 34,442 25.9 45.4

平成22年

（2010年）
15,560 59,871 34,442 26.0 45.2

平成23年

（2011年）
15,560 58,703 34,442 26.5 45.2

平成24年

（2012年）
15,560 57,615 34,442 27.0 45.2

平成25年

（2013年）
15,560 56,938 34,442 27.3 45.2

平成26年

（2014年）
15,709 56,386 34,442 27.9 45.6

平成27年

（2015年）
15,709 58,162 34,442 27.0 45.6

平成28年

（2016年）
15,709 57,130 34,442 27.5 45.6

平成29年

（2017年）
15,709 56,097 34,442 28.0 45.6

平成30年

（2018年）
15,709 55,065 34,442 28.5 45.6

令和7年

（2025年）
15,709 50,973 34,442 30.8 45.6

令和12年

（2030年）
15,709 49,055 34,442 32.0 45.6

　　　　区分

　年次

人口 市面積

人口１人

当たり

森林面積

市面積に

占める森林

面積の割合

森林面積
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（3）原野面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ha a／人 %

平成21年

（2009年）
385 60,437 34,442 0.6 1.1

平成22年

（2010年）
417 59,871 34,442 0.7 1.2

平成23年

（2011年）
358 58,703 34,442 0.6 1.0

平成24年

（2012年）
362 57,615 34,442 0.6 1.1

平成25年

（2013年）
366 56,938 34,442 0.6 1.1

平成26年

（2014年）
370 56,386 34,442 0.7 1.1

平成27年

（2015年）
374 58,162 34,442 0.6 1.1

平成28年

（2016年）
378 57,130 34,442 0.7 1.1

平成29年

（2017年）
382 56,097 34,442 0.7 1.1

平成30年

（2018年）
386 55,065 34,442 0.7 1.1

令和7年

（2025年）
414 50,973 34,442 0.8 1.2

令和12年

（2030年）
434 49,055 34,442 0.9 1.3

市面積に

占める原野

面積の割合

　　　　区分

　年次

原野面積 人口 市面積

人口１人

当たり

原野面積
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（4）水面・河川・水路面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ha ha／千人 %

平成21年

（2009年）
740 60,437 34,442 12.2 2.1

平成22年

（2010年）
740 59,871 34,442 12.4 2.1

平成23年

（2011年）
740 58,703 34,442 12.6 2.1

平成24年

（2012年）
740 57,615 34,442 12.8 2.1

平成25年

（2013年）
740 56,938 34,442 13.0 2.1

平成26年

（2014年）
740 56,386 34,442 13.1 2.1

平成27年

（2015年）
740 58,162 34,442 12.7 2.1

平成28年

（2016年）
740 57,130 34,442 12.9 2.1

平成29年

（2017年）
740 56,097 34,442 13.2 2.1

平成30年

（2018年）
740 55,065 34,442 13.4 2.1

令和7年

（2025年）
740 50,973 34,442 14.5 2.1

令和12年

（2030年）
740 49,055 34,442 15.1 2.1

市面積に占め

る水面・河川・

水路面積の

割合

　　　区分

　年次

水面・河川・

水路面積
人口 市面積

人口千人

当たり

水面・河川・

水路面積
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（5）水面・河川・水路面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha ha ha ha

平成21年

（2009年）
39 479 222 740 100.0

平成22年

（2010年）
39 479 222 740 100.0

平成23年

（2011年）
39 479 222 740 100.0

平成24年

（2012年）
39 479 222 740 100.0

平成25年

（2013年）
39 479 222 740 100.0

平成26年

（2014年）
39 479 222 740 100.0

平成27年

（2015年）
39 479 222 740 100.0

平成28年

（2016年）
39 479 222 740 100.0

平成29年

（2017年）
39 479 222 740 100.0

平成30年

（2018年）
39 479 222 740 100.0

令和7年

（2025年）
39 479 222 740 100.0

令和12年

（2030年）
39 479 222 740 100.0

同左推移

（指数）

　　　区分

　年次

水面 河川 水路 合計
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（6）道路面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ha ha／千人 %

平成21年

（2009年）
1,869 60,437 34,442 30.9 5.4

平成22年

（2010年）
1,887 59,871 34,442 31.5 5.5

平成23年

（2011年）
1,928 58,703 34,442 32.8 5.6

平成24年

（2012年）
1,935 57,615 34,442 33.6 5.6

平成25年

（2013年）
1,951 56,938 34,442 34.3 5.7

平成26年

（2014年）
1,958 56,386 34,442 34.7 5.7

平成27年

（2015年）
1,960 58,162 34,442 33.7 5.7

平成28年

（2016年）
1,962 57,130 34,442 34.3 5.7

平成29年

（2017年）
1,966 56,097 34,442 35.0 5.7

平成30年

（2018年）
1,967 55,065 34,442 35.7 5.7

令和7年

（2025年）
1,999 50,973 34,442 39.2 5.8

令和12年

（2030年）
2,011 49,055 34,442 41.0 5.8

市面積に占め

る道路面積の割

合

　　　　区分

　月次

道路面積 人口 市面積

人口千人

当たり

道路面積
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（7）道路面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha ha ha ha ha

平成21年

（2009年）
1,837 0 32 32 1,869 100.0

平成22年

（2010年）
1,855 0 32 32 1,887 101.0

平成23年

（2011年）
1,896 0 32 32 1,928 103.2

平成24年

（2012年）
1,903 0 32 32 1,935 103.5

平成25年

（2013年）
1,919 0 32 32 1,951 104.4

平成26年

（2014年）
1,926 0 32 32 1,958 104.8

平成27年

（2015年）
1,928 0 32 32 1,960 104.9

平成28年

（2016年）
1,930 0 32 32 1,962 105.0

平成29年

（2017年）
1,934 0 32 32 1,966 105.2

平成30年

（2018年）
1,935 0 32 32 1,967 105.2

令和7年

（2025年）
1,967 0 32 32 1,999 107.0

令和12年

（2030年）
1,979 0 32 32 2,011 107.6

同左推移

（指数）

　　　　区分

　年次

一般道路 農道 林道 道路合計農林道計
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（8）住宅地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 世帯 ㎡／世帯

平成21年

（2009年）
905 18,726 483.3

平成22年

（2010年）
913 18,364 497.2

平成23年

（2011年）
918 18,199 504.4

平成24年

（2012年）
921 18,236 505.0

平成25年

（2013年）
925 18,304 505.4

平成26年

（2014年）
928 18,584 499.4

平成27年

（2015年）
994 19,810 501.8

平成28年

（2016年）
999 19,661 508.1

平成29年

（2017年）
1,003 19,512 514.0

平成30年

（2018年）
1,011 19,363 522.1

令和7年

（2025年）
1,025 19,834 516.8

令和12年

（2030年）
1,028 20,786 494.6

住宅地面積 世帯数
１世帯当たり

住宅地面積

　　　　区分

　年次
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（9）工業用地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ㎡／人

平成21年

（2009年）
170 7,024 242.0

平成22年

（2010年）
171 6,732 254.0

平成23年

（2011年）
177 6,997 253.0

平成24年

（2012年）
179 6,414 279.1

平成25年

（2013年）
183 6,287 291.1

平成26年

（2014年）
185 6,571 281.5

平成27年

（2015年）
188 6,997 268.7

平成28年

（2016年）
191 6,851 278.8

平成29年

（2017年）
194 7,191 269.8

平成30年

（2018年）
197 7,400 266.2

令和7年

（2025年）
219 8,618 254.1

令和12年

（2030年）
234 9,519 245.8

工業用地

面積
従業者数

従業者１人

当たり

工業用地面積

　　　区分

　年次
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（10）その他の宅地面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ㎡／人

平成21年

（2009年）
629 60,437 104.1

平成22年

（2010年）
629 59,871 105.1

平成23年

（2011年）
623 58,703 106.1

平成24年

（2012年）
619 57,615 107.4

平成25年

（2013年）
614 56,938 107.8

平成26年

（2014年）
616 56,386 109.2

平成27年

（2015年）
576 58,162 99.0

平成28年

（2016年）
579 57,130 101.3

平成29年

（2017年）
573 56,097 102.1

平成30年

（2018年）
571 55,065 103.7

令和7年

（2025年）
568 50,973 111.4

令和12年

（2030年）
567 49,055 115.6

その他の

宅地面積
人口

人口１人当たり

その他の宅地面積

　　　区分

　年次
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（11）利用区分の「その他」の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和3年

㎡

　公共施設用地 3,051,479

　本庁舎 16,965

　消防施設 15,154

　その他の施設 56,400

　学校 741,748

　保育所 32,505

　公営住宅 215,596

　公園 861,693

区　分
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（12）全域面積と関係指標の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）市街地面積の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ha 人 ha／人

平成21年

（2009年）
34,442 60,437 0.57

平成22年

（2010年）
34,442 59,871 0.58

平成23年

（2011年）
34,442 58,703 0.59

平成24年

（2012年）
34,442 57,615 0.60

平成25年

（2013年）
34,442 56,938 0.60

平成26年

（2014年）
34,442 56,386 0.61

平成27年

（2015年）
34,442 58,162 0.59

平成28年

（2016年）
34,442 57,130 0.60

平成29年

（2017年）
34,442 56,097 0.61

平成30年

（2018年）
34,442 55,065 0.63

令和7年

（2025年）
34,442 50,973 0.68

令和12年

（2030年）
34,442 49,055 0.70

全域面積 人口
人口１人当たり

市面積

　　　区分

　年次

平成７年

（1995年）

平成12年

（2000年）

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

令和2年

（2020年

令和7年

（2025年）

令和12年

（2030年）

11,726 11,721 11,031 10,523 9,695 9,593 9,167 8,740

250 260 264 262 248 245 234 224

46.9 45.1 41.8 40.2 39.1 39.1 39.1 39.1

人口（人）

面積（ha）

密度（人／ha）

注：平成27年の人口密度を維持する前提で人口集中地区人口をもとに面積を算出
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11．主要転換要因一覧表 

基準年平成 30 年～令和 12 年 
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12．計画における主要指標の推計方法 

（１）人口 

本市の総人口は、平成７年の国勢調査 67,269 人をピークに次第に減少しており、平成 22 年で

59,871 人、平成 27年 58,162 人となっている。 

人口推計にあたっては、二本松市人口ビジョンによる推計をもとにした二本松市総合計画（令和

2年（2020 年）12月）による目標人口を採用した。 

 

 

●目標人口 

本市の上位計画である二本松市総合計画（令和 2 年（2020 年）12 月）における目標人口によ

る。 

令和 2 年  55,183 人（65 歳以上人口 19,150 人） 

令和 7 年  52,491 人（65 歳以上人口 19,617 人） 

令和 12 年  50,000 人（65 歳以上人口 19,142 人） 

 

（２）世帯数 

世帯数は、核家族化や世帯規模の縮小により、人口減少にかかわらず増加しており、平成 27 年

19,810 世帯、１世帯あたり人員は、2.94 である。 

世帯数推計にあたっては、１世帯あたり人員を回帰式による推計で算出し、総人口を１世帯当た

りの人員で除することとする。 

 

令和 2 年  2.78 人/世帯（総世帯数 19,850 世帯） 

令和 7 年  2.57 人/世帯（総世帯数 20,425 世帯） 

令和 12 年  2.36 人/世帯（総世帯数 21,186 世帯） 

 

（３）就業者数 

総人口に対する就業者数比率は、平成 17年 51.2.％、22年 47.7％、27年 50.8%で、３年度の平

均比率は 49.9%である。 

就業者数推計にあたっては、就業者数比率を回帰式による推計で算出し、総人口に就業者数比率

をかけることとする。 

 

令和 2 年  0.500（就業者数 27,592 人） 

令和 7 年  0.496（就業者数 26,036 人） 

令和 12 年  0.492（就業者数 24,600 人） 
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（４）産業別就業者数 

１）第１次産業就業者数 
第 1次産業就業者数は減少傾向で、平成 17年 3,844 人、22年 2,701 人、27年 2,462 人である。 

第 1次産業就業者数推計にあたっては、第 1次産業就業者数を回帰式による推計で算出するこ

ととする。 

 

令和 2 年  2,395 人（就業者数に対する割合 8.7％） 

令和 7 年  2,196 人（就業者数に対する割合 8.4％） 

令和 12 年  2,031 人（就業者数に対する割合 8.3％） 

 

２）第２次・第３次産業就業者数 
第 2 次産業就業者数は減少傾向で、平成 17 年 12,142 人、22 年 10,343 人、27 年 10,573 人で

ある。 

第 3 次産業就業者数は増加傾向で、平成 17 年 16,310 人、22 年 14,789 人、27 年 15,848 人で

ある。 

第 3次産業就業者数推計にあたっては、第 3次産業就業者数を回帰式による推計で算出するこ

ととする。 

第 2次産業就業者数推計にあたっては、第 1次産業就業者数と第 3次産業就業者数の推計結果

を総人口から差し引いて算出することとする。 

 

第 2 次産業就業者 

令和 2 年  8,656 人（就業者数に対する割合 31.4％） 

令和 7 年  7,000 人（就業者数に対する割合 26.9％） 

令和 12 年  5,458 人（就業者数に対する割合 22.2％） 

 

第 3 次産業就業者 

令和 2 年  16,541 人（就業者数に対する割合 59.9％） 

令和 7 年  16,840 人（就業者数に対する割合 64.7％） 

令和 12 年  17,111 人（就業者数に対する割合 69.6％） 
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（５）農業関係 

１）農家戸数 
農家戸数は減少傾向で、平成 17 年 5,316 戸、22年 5,048 戸、27 年 4,244 戸である。 

農家戸数推計にあたっては、農家戸数を回帰式による推計で算出することとする。 

 

令和 2 年  4,072 戸 

令和 7 年  3,685 戸 

令和 12 年  3,298 戸 

 

２）専業及び兼業農家 
専業農家戸数は増減していて、平成 17年 353 戸、22 年 529 戸、27 年 472 戸である。 

専業農家戸数推計にあたっては、平成 22 年から平成 27年の増減率（0.89）による推計で算出

することとする。 

 

令和 2 年  420 戸 

令和 7 年  374 戸 

令和 12 年  333 戸 

 

第 1 種兼業農家戸数は減少傾向で、平成 17年 436 戸、22 年 355 戸、27 年 289 戸である。 

第 1種兼業農家戸数推計にあたっては、第 1種兼業農家戸数を回帰式による推計で算出するこ

ととする。 

 

令和 2 年  267 戸 

令和 7 年  238 戸 

令和 12 年  215 戸 

 

第 2 種兼業農家戸数は減少傾向で、平成 17年 3,116 戸、22年 2,609 戸、27年 1,897 戸である。 

第 2種兼業農家戸数推計にあたっては、第 2種兼業農家戸数を回帰式による推計で算出するこ

ととする。 

 

令和 2 年  1,912 戸 

令和 7 年  1,648 戸 

令和 12 年  1,420 戸 

 

 



 

 資 - 27 

13．将来土地利用の検討 

（１）将来土地利用の検討 

１）農用地 
●農地 

①平成 30年現在、農地面積 5,770ha。 

 

②開発等による減少 

農地面積は減少傾向で、平成 21 年 6,280ha、26 年 6,150ha である。 

農地面積推計にあたっては、農地面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  5,507ha 

令和 12 年  5,248ha 

 

③【参考】開発事業計画による減少。 

推計値において開発事業計画による減少を含められることを確認した。 

 

・良好な市街地の形成 1.00 ha H28～R4 

計 1.00 ha  

 

 

 

 

 

 

 

 

●採草放牧地 

①平成 30年現在、採草放牧地面積 19ha。 

 

②開発等による減少 

採草放牧地面積は減少傾向で、平成 21年 48ha、26 年 29ha である。 

採草放牧地面積推計にあたっては、採草放牧地面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  15ha 

令和 12 年  11ha 

 

 

 

 

 

令和 7 年 5,507ha         令和 12年 5,248ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 15ha         令和 12年 11ha 

【推計値】 
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２）森林 
①平成 30年現在、森林面積 15,709ha。 

 

②開発等による増減 

森林面積は増減しており、平成 21年 15,644ha、26 年 15,709ha である。 

森林面積推計にあたっては、森林面積を回帰式による推計で算出することとする。 

推計結果において決定係数が低いため、最新年である平成 30 年の数値が継続することとして

設定する。 

令和 7 年  15,709ha 

令和 12 年  15,709ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）原野 
●原野 

①平成 30年現在、原野面積 386ha。 

 

②開発等による増加 

原野面積は増加傾向で、平成 21 年 385ha、26 年 370ha である。 

原野面積推計にあたっては、原野面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  414ha 

令和 12 年  434ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 414ha         令和 12 年 434ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 15,709ha     令和 12年 15,709ha 

【推計値】 
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４）水面・河川・水路 
●水面 

①平成 30年現在、水面面積 39ha。 

 

②開発事業計画等がないため、不変。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●河川 

①平成 30年現在、河川面積 479ha。 

 

②開発事業計画等がないため、不変。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●水路 

①平成 30年現在、水路面積 222ha。 

 

②開発事業計画等がないため、不変。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 39ha         令和 12年 39ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 479ha         令和 12 年 479ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 222ha         和 12 年 222ha 

【推計値】 
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５）道路 
●一般道路 

①平成 30年現在、一般道路面積 1,935ha。 

 

②開発等による増加 

一般道路面積は増加傾向で、平成 21 年 1,837ha、26 年 1,926ha である。 

一般道路面積推計にあたっては、一般道路面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  1,967ha 

令和 12 年  1,979ha 

 

③【参考】開発事業計画による増加。 

推計値において開発事業計画による増加を含められることを確認した。 

 

・二本松駅南地区整備事業 1.95 ha H28～R6 

・杉田駅周辺整備事業 0.38 ha H28～R3 

・安達駅西地区整備事業 0.32 ha H28～  

・杉田駅周辺整備事業（杉田駅広場整備事業） 0.09 ha H30～R3 

・農道整備事業（永田原セ地区） 0.00 ha H30～R4 

・良好な市街地の形成 2.27 ha H28～R4 

計 5.01 ha  

 

 

 

 

 

 

 

●農道 

①平成 30年現在、農道は全て市道認定されたため、農道面積 0ha。 

 

②令和 12年度まで開発事業計画等なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 1,967ha      令和 12 年 1,979ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 0ha         令和 12年 0ha 

【推計値】 
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●林道 

①平成 30年現在、林道面積 32ha。 

 

②開発事業計画等がないため不変。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）宅地 
●住宅地 

①平成 30年現在、住宅地面積 1,011ha。 

 

②開発等による増加 

住宅地面積は増加傾向で、平成 21年 905ha、26 年 928ha である。 

住宅地面積推計にあたっては、住宅地面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  1,025ha 

令和 12 年  1,028ha 

 

③【参考】開発事業計画による減少。 

推計値において開発事業計画による減少を含められることを確認した。 

 

・二本松駅南地区整備事業 0.40 ha H28～R6 

・杉田駅周辺整備事業 -0.12 ha H28～R3 

・安達駅西地区整備事業 -0.23 ha H28～  

・良好な市街地の形成 -1.27 ha H28～R4 

計 -1.22 ha  

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 32ha         令和 12年 32ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 1,025ha      令和 12 年 1,028ha 

【推計値】 
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●工業地 

①平成 30年現在、工業地面積 197ha。 

 

②開発等による増加 

工業用地面積は増加傾向で、平成 21 年 170ha、26 年 185ha である。 

工業用地面積推計にあたっては、工業用地面積を回帰式による推計で算出することとする。 

令和 7 年  219ha 

令和 12 年  234ha 

 

 

 

 

 

 

 

●その他の宅地 

①平成 30年現在、その他の宅地面積 571ha。 

 

②開発等による減少 

その他の宅地面積は減少傾向で、平成 21 年 629ha、26 年 616ha である。 

その他の宅地面積推計にあたっては、その他の宅地面積を回帰式による推計で算出することと

する。 

令和 7 年  568ha 

令和 12 年  567ha 

 

③【参考】開発事業計画による減少。 

推計値において開発事業計画による減少を含められることを確認した。 

 

・杉田駅周辺整備事業（杉田駅広場整備事業） -0.09 ha H23～H30 

・良好な市街地の形成 0.00 ha H28～R4 

計 -0.09 ha  

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 219ha         令和 12 年 234ha 

【推計値】 

 

令和 7 年 568ha         令和 12 年 567ha 

【推計値】 
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７）その他 
①平成 30年現在、その他面積 8,072ha。 

②その他の面積については、総面積から上記１）から６）を減じた値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 8,246ha        令和 12 年 8,460ha 

【推計値】 
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